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1 はじめに  

現実の意思決定過程において、意思決定者が即  

断で決定できるような事象は数多くあるとは限ら  

ない。また、過去の経験例や比較結果などを基に  

して意思決定を行なったり、さらに、異なった手  

法を用いた評価値を参考にしたい場合もでてくる。  

また、AHPでは各評価基準や代替案の一対比較に  

より総合評価を与えていく。しかし、1回の一対比  

較過程を設けるだけで必ずしも満足する結果が求  

められるとは限らない。さらに、異なった評価手  

法を混合するような場合においてもある種の有効  

基準が必要となってくる。ここで、本報告ではこ  

の様な要求に対して、許容範囲を導入した意思決  

定アプローチを提案し、さらに、例題としてAHP  

を適用した数値計算例とAHPとConjoh七分析を  

適用した数値計算例をあげ、比較検討を行なう。  

2．1許容範囲の導入   

叫＝［叫1，叫2，…，叫れ】r（i＝1，2，…，た）を  

総合評価値とし、Ⅳ＝【wl，W2，…，叫轟×れを  

ウェイト行列とする。このとき、各総合評価値に  

おける第J成分の許容範囲をちで表わすと、  

ち＝（再∈［m桓（叫），m鱒（叫）】）（1）                 J J  
γl   

ち＝（再∈∩勒（壷＝1，2，‥・硯 （2）  
ゴ＝1   

とする。許容範囲の定義としては（2）式が妥当と  

考えるのが自然だが、ここでは評価値にゆとりを  

持たせるために（1）式を用いる事にする。さらに、  

総合評価値におけるギャップを集合ちに属する  

要素の最大値と最小値を用いる事により（3）式に  

よって定義する。  

△i＝Ⅱ姐Ⅹj（叫）－m叫（叫）  （3）  

（豆＝1，2，…た，j＝1，2，…，れ）  

2 許容範囲を設置した意思決定   

の導入  

ある意思決定過程彗（壷＝1，2，…，た）が存在し  

たとする。この時、各々の彗の評価結果叫を考  

慮した評価値≠を抽出することを考える。  

1u  

W●1  Wi2  

図2：豆＝3における許容範囲ちとギャップ△i  

ここで定義した許容範囲内で新たな総合評価値を  

設けるために以下の線形計画問題を導入する。  
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ゴ＝1  図1：複数の意思決定過程における統合  
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（豆＝1，2，…，り＝1，2，‥・，れ）  

con鈍ー由nt  
ここで、各々の意思決定過程彗における総合評  

価値叫にはバラツキが存在する事が想定される。  

この様な状況に対して収束性の安定した新しい統  

合解uを求めるためには、ある程度制限された領  

域上での達成を考える。  

これによって定められたuが求めるべき新たな総  

合評価値となる。  
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3 数値計算例   

ここでは、同一手法による数値計算例と異なっ  

た手法を用いた場合における数値計算例をあたえ  

ておく。   

例題3．1［AHP単独による数値計算例】  

ウェイト行列Ⅳ＝（叫）・（豆＝1，2，3，4）は同一の  

意思決定事象に対する統合評価値とする。これを  

る事によって、過去の履歴を考慮した意思決定を  

実現した。また［2】における異なった意思決定法  

の総合評価値を用いた統合収束性の安定性をある  

程度得ることができた。今後の課題としてはAHP  

の直感性を生かした解の安定性や異なった意思決  

定法を用いた統合解の安定性の探索などが課題で  

ある。  
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．345798 0．358115 0．122772  

0．335062 0．398273 0．083942  

0．473314 0．214825 0．065119  
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lI′r＝  

とした場合、統合解u＝（叫）（ブ＝1，2，3，4）は  

≠T＝［0・413039 0・337998 0・0624973 0・186465】  

許容範囲は  

0．3350≦机≦0．4733，0．2148≦％2≦0．3982   

0．0651≦恥≦0．1227，0．1733≦叫≦0．2467   

となるので、明らかに統合解叫の各要素は許容  

範囲の中に存在している。  

例題3．2［AHPとCoIづOi山分析による計算例】  

ウェイト行列Ⅳ＝（叫）において、Wl，W2を  
AHPにおける総合評価値とし、W8をConjoi血  
分析における評価値とする。  

E 

．400000 0．400000  

0．514477 0．317982  

0．558424 0．319618  

Ⅳr＝  

とした場合、統合解u＝（叫）（ブ＝1，2，3）は   

ur＝［0・532410・293604 0・1739叫  

許容範囲は  

0．4000≦机≦0．5584，0．3179≦u2≦0．4000   

0．1295≦恥≦0．2000   

となるので、明らかに統合解uの各要素は許容  

範囲の中に存在している。  

ここで達成された統合解uは手法に依存すること  

なく許容範囲に収まっている事がわかる。  

4 比較・検討   

今回提案した手法により、複数の意思決定過程  

が存在した場合や過去の比較測定結果を用いた意  

思決定事象を行なう際、許容範囲の概念を導入す  
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